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既設砂防堰堤の機能回復方法について
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にほとんど有していないためと考えられる。ただし国土
交通省は、近年大規模な排砂設備を有するダムとして、
黒部川水系の宇奈月ダムを建設したが、先に建設され
た出し平ダムの排砂システムと併せて連携排砂方法を
採用している。
　一方、砂防堰堤に目を転じると、当初の透過型堰堤の
設計概念は「土石流時には巨礫等を捕捉し、その後の平
常及び中小出水の流水により機能回復する」が前提であ
った。しかしながら、土石流を捕捉した透過型堰堤の
土砂捕捉容量が自然回復することは困難な場合が多く、
機械力により除石する方法を採っている。特に新しく
制定された土石流対策技術指針では、想定される土砂
量を捕捉できる容量確保が義務付けられているが、土
石流危険渓流は小流域面積ゆえに、平常水がほとんど
無く、透過型といえども、このような小流域面積の河川
や渓流では必ずしも自然の営力では貯砂量の機能回復
は望めない。

  排砂メカニズム

　前述のようにダムにおいては排砂は、施設機能及び効
果の維持として重要な技術であり、各種の研究成果が
あることから、これらの排砂技術を砂防堰堤の除石に
適応することは有意義である。そこで、これまで実施さ
れ効果が確認できているダム排砂技術について整理し
た。堆積土砂の排砂技術は、「機械的除去」と「水理的除
去」に大別され、近年排水ポンプを併用した「複合的除去」
がある。

1 ……機械的除去

　機械的除去は「掘削」と「浚渫」に大別される。掘削は、
堆積場所が水没していないことやその場所への進入路
が確保できる場合に用いられる表-1。浚渫は、浚渫船が

 砂防堰堤の機能回復

　近年、砂防堰堤において「積極的な除石」が提唱され
ている。透過型砂防堰堤とは異なり、一般に不透過型
砂防堰堤は貯砂機能の回復を考慮していない。だが不
透過型堰堤において除石が簡便に実施することが可能
となれば、既存ストックの機能回復により、投資効果の
向上（整備率の向上）ができると期待される。しかし、治
水・利水ダムにおいて、先駆的に半世紀前から「除石（排
砂）技術」導入が図られているが、まだ技術の確立の段階
には到達していなく、さらに砂防においては、他分野と
は対象となる土砂（粒径）が著しく異なる点から、別の検
討が必要である。
　効果的な除石（排砂）技術を導入するために、前例に
おける技術課題等を理解することが必要不可欠である。
そこで将来効果的な除石（排砂）技術を導入するために、
今日までの技術進展、応用技術を調査したので報告す
るものである。

  諸文献に見られる排砂技術の変遷

　入手できたダム排砂に関する最も古い論文（1955）は、
「ダム排砂設備について」と題する、「中部電力研究報告」
であった。収集文献を整理すると、ダム堆砂はダム建設
ラッシュ（昭和25年～昭和35年）の後期から課題となり、
特に大井川、天竜川、あるいは木曽川で問題となってき
た。したがって、当該河川にダムを多く所管する旧電源
開発、電力会社などは古くから積極的にダム堆砂問題
に取り組み、それらの研究成果を多く発表している。な
お、河川管理者である国土交通省においては、美和ダム
以外ではダム堆砂問題の研究報告は近年ほとんど実施
されていないようである。この理由は国土交通省は所
管するダムを、最上流部あるいは荒廃度が進んだ流域
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概要

掘削と積込みを行う
機械で油圧ショベル
がベース。大きさ通
常バケット容量で表さ
れ0.5㎥未満の小型
から3.0㎥の大型まで
種類は多い。

掘削と積込みを行う
機械でクローラクレー
ンがベース。ドラグラ
インは横引きしすくい
取る。クラムシェルは
バケットの自重と開閉
によりつかみ取る構
造。

掘削・運搬の他、敷
均し・締固め・伐開・
除根等にも使われる。
履帯は標準・湿地／
超湿地の区分あり。
特殊な水陸両用タイ
プもある。

掘削・積込みの他。
押土・敷均し短距離
の運搬等に用いられ
る。ドーザーショベル
は履帯式、ホイールロ
ーダーは大型低圧タ
イヤを装着。

掘削・運搬・拾土・
敷均しの一貫作業が
可能。牽引式と自走
式がある。通常広範
囲な土地造成等に用
いられる。

掘削のみ。クローラ
型走行機に複数のバ
ケットを装置した回転
ホイールを取付け、こ
れで掘削。土砂は本
体のベルコンで後方
へ運ぶ。

適応
土質

礫から粘性土まで適
応可。硬質土にも対
応可。

礫から粘性土まで適
応可。硬質土には不
適。

礫から粘性土まで適
応可。リッパ装置に
より硬結土の破砕可。

礫から粘性土まで適
応可。ショベル系よ
りは掘削力劣る。

硬質土や軟弱土は不
適、作業性低下。補
助プッシュドーザーを
用いる場合もある。

礫から粘性土まで適
応可。

適応
場所

水面下 の 掘削 も
可。接地圧は40～
100kPa程度。 同左

接地圧は標準タイプ
で40～90kPa、 湿
地タイプで20kPa程
度。

接地圧はドーザーショ
ベルで40～90kPa、
ホイールローダーで
20～60kPa。

走行可能なコーン指
数の下限値：自走
式1,000、被牽引式
400、超ワイド低圧タ
イヤ400kPa。

水面下の掘削には不
適。接地圧は80～
140kPa程度。

障害物 沈木や転石の対応
可。処分上選別必要。 同左 同左 同左

沈木や転石の対応不
適。 同左

環境
濁りは多いが対応可。
騒音は一般レベル 同左

通常は陸上作業で濁
りは対象外。騒音は
一般レベル。

濁りは対象外。騒音
は一般レベル。 同左

濁りはやや多いが対
応可。騒音は一般レ
ベル。

施工
実績

ダム、湖沼、河川にお
ける実績は多い。主
に掘削積込み。

同左
ダム、湖沼、河川にお
ける実績は多い。主
に土砂集積。

ダム、湖沼、河川にお
ける実績は多少ある。

ダム、湖沼、河川にお
ける実績は少ない。

湖沼、河川の実績あ
り。常陸那珂港の埋
立造成で使用。

施工
能力

能力は機種と台数で
対応可。現場条件に
より台数制限を受け
る場合あり。

同左 同左

能力は機種と台数で
対応可。現場条件に
より台数制限を受け
る場合あり。

勾配が少なく良好な
土質の箇所で効果を
発揮広い作業面積必
要。

10万㎥／月以上の掘
削に適する。

可能性
小型はトラック丸積
み。大型は一部分解
輸送。

同左 同左

ホイールローダーは自
走可。他はトラック輸
送。

同左

分解輸送または一部
分解輸送。

凡庸性
凡庸性大。機械調達
は容易。 同左

水陸両用以外は凡庸
性大で機械調達は容
易。

用途多様で凡庸性
大。機械調達は容易。

適応土質等の制約が
多く、凡庸性に欠ける。

鉱山や大規模長期土
工主体で凡庸性に欠
ける。

ダム堆砂への
適応性

適応土質が広く、作
業能力に優れ、機種
も豊富で施工条件に
合った選択が可能。
掘削積込む可能。ダ
ム堆砂採取に適する。

適応土質が広く、水
面下の掘削が可能で
あるが作業能率は落
ちる。小規模な水面
下掘削には適応可。

適応土質が広く、掘
削圧押土には適する
が、積込み能力はな
い。短距離の掘削、
運搬、敷均しに適す
る。

適応土質、作業能力
ともバックホウより劣
る。接地盤より下の
掘削には不向き。積
込み機械としては適
応可。

運搬、敷均し向きで、
地耐力を要し、積込
み能力はない。対障
害物、凡庸性も劣る。
ダム堆砂には不適。

適応土質は広く、大
量連続施工に適する。
障害物に弱く、接地
圧も高い。凡庸性劣
る。長期・大量の場
合は可。

表-1 各種陸上建機の特徴とダム堆砂の適応性
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寄り付けるために十分な水深があることや、浚渫船の搬
入・搬出が可能でかつ洪水時の退避方法が確保できる
ことが前提となる図-1。

 
2 ……水理的除去

　水理的除去は、正しく「水」によって土砂を除去する
方法であり、「フラッシング排砂」と「スルーシング排砂」

洪水時に排砂

非洪水時に
土砂を移動

エアーバルブ・シート排砂等の
排砂技術

図-2 連携排砂のしくみ

図-3 排砂システムのイメージ

図-1 浚渫による機械的除去の例

貯水時の水位

排砂（自然流下）時の水位
黒
部
川

貯水時の水位
水位低下

排砂

排砂

宇奈月ダム

出し平ダム

水位低下

ダム堤体

ベースマシーンダンプトラック バックホー
土砂分級機

土砂分離機で
■い分け後の堆砂

河川還元 処理 圧送 浚渫

ダンプ運搬・仮置・
洪水時自然流出

サイクロン式
分級機

泥土ポンプ 水平多軸
回転式カッター

堆砂

水平多軸
回転式カッター
20t

移送配管
水中はフロート等にて配管
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に分類される。宇奈月ダムと出し平ダムの連携排砂な
どは前者の例であり図-2、後者は透過型堰堤がこれに相
当するが、排砂時間は前者に比して非常に長くなるのが
一般的である。

3 ……複合的除去

　複合的除去は渦動管排砂（Hydro技術）とも呼ばれる。
その工法原理は、堆積土の下部に敷設されたHydro－
Pipe（パイプ下部に溝状に連続した開口部、または間欠
的に開口部を有する）に排送管が接続された構造で、流
水の渦動を利用して管路の閉塞を生じさせなくさせ排
砂するものである。なお排水ポンプで加圧して排砂効
率を高める併用も試みられている。
　このように、多くのダムにおいての排砂システムは、
流水（貯水）を用いる構造であり、現地に流水のあるこ
とが、排砂を実施する必要条件となっている。ポンプ排
砂においても例外なく流水の必要性がある図-3。

  新たな排砂技術

　ここでは、砂防堰堤に利用できるであろう排砂技術
について述べてみる。今回の文献調査によれば、昭和
55年に我が国で初めて掃流域での排砂効果を期待し
て、三方川取水ダム（兵庫県、関西電力、ファブリダム
H=3.3m×L=50m）が建設された。後に旧電源開発が
高さ6mのダムを構築し、倒伏時の流砂・礫の摩耗にも
耐え現在も機能を発揮している写真-1。
　さらに、このようなゴム引布製起伏堰の技術を財団
法人国土技術センターが雄物川などの実証を基に、鋼
製を付加した「鋼製起伏堰、ゴム袋体支持式：SR堰」の
設計指針を平成19年5月に発表している。この形式の
堰は、効果的な排砂機能が達成可能である写真-2。
　SR堰は必要な期間においては不透過堰堤として機能
し、排砂が必要な場合は完全に解放された透過型に移
行できる構造で、古くから倒伏ゲートと同様な機能を有
している写真-3。
　また、土木研究所においては、IHIと共同開発した「シ
ート排砂技術図-4（次頁）」と八千代エンジニアリングと
開発した「エアーバルブを利用した排砂技術図-5（次頁）」

の公開実験が平成19年11月に実施されているが、これ
もダム貯水池を前提にしており、大量の流水を利用し渦
動管やサイフォン管を用いた応用構造である。

写真-1 関西電力三方川取水ダム

写真-3 SR堰

写真-2 電源開発黒谷取水ダム
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能回復する」が前提であることは先に述べた。しかし、
土石流を捕捉する前には、平常時及び中小出水時の流
水の作用により、渓床堆積物は下流に流送されるが、い
ったん土石流を捕捉した後では、礫がアーチアクション
により噛み合い、自然営力で移動することを期待しにく

　いずれにしても、多くの水を利用することが前提条件
であり、砂防堰堤が建設されるような水の少ない箇所で
は使用が限定される。砂防堰堤では、透過型堰堤の設
計概念は「土石流時には巨礫等により閉塞し、平常時は
流水の侵食（掃流力による細粒分の流下機能）により機

図-4 シート排砂技術

土砂流

堆砂

貯水池

台船

シート

サイホン管

堤体

取水塔

取水塔

水位差
排砂時

縦断図

平面図 平面図

縦断図

ダム

ダム

ゲート

水位

空気による止水

堆砂

逆V字管

図-5 エアバルブを利用した排砂技術
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　また、京都大学水山教授がシャッター付き砂防堰堤
を提唱している。この方式は、透過型砂防堰堤の土砂
捕捉機能の不確実性の解消に主眼を置いており、排砂
に関してはシャッターの操作によって「フラッシュ排砂」
と「スルーシング排砂」の両方の機能の使い分けが可能
である図-6。ただし、小流域面積の河川や渓流では、土
砂捕捉後の自然営力での機能回復に関しては工夫が必
要であろう。

 今後の課題

　砂防堰堤の排砂を検討するにあたり、関連技術であ
るダム排砂あるいは海洋浚渫技術の実情を、文献調査
によって検討した。そのほとんどの技術が流水や貯水
のエネルギーを用いた工法であり、機械的浚渫において
も、貯水池等の水位を期待している。砂防堰堤におい
ては、フラッシング排砂における貯水回転率で評価でき
る程の水の量は確保できず、フリーフローによるスルー
シング排砂も困難である。土石流危険渓流における砂
防堰堤のように通常ほとんど流水がない堰堤では、機械
的排砂が現実的と考えられる。
　さらに、泥水ポンプを使用する場合、構造的制約によ
り、排砂の最大径は数mmから10cm程度が限界であり、
砂防堰堤の堆積土砂を排出するためには、礫の大きさ
の制約がある。

　すなわち、水理的除去技術を砂防に適用するには、通
常流水が流下している「掃流域の砂防堰堤」が適切であ
る。しかしながら、掃流域の砂防堰堤においても、堆積
土砂の粒度分布に関する調査はほとんど実施されてい
ないなど、技術を適応させるためには課題が残されてい
る。
　このため、砂防堰堤の機能回復を検討するためには、
砂防堰堤の堆砂土砂の粒度分布調査、掃流域の流況確認、
一度堆積した土砂を処理する場合の法的・環境的及び
排砂コストについても検討する必要があるものと考え
られる。

い。
また、コンクリートスリット堰堤のように、堰上げタイ
プの透過型堰堤においても、洪水後、堰堤上流に貯留
した石礫を、自然流下することを想定している。しかし
ながら、堰上げタイプにおいても平常時に十分な流水が
ないと、水道が固定してしまい、スリットから離れた土
砂は流水の影響を受けにくくなり、堆砂したままの状態
になるおそれがある。したがって、スリットの本数及び
位置を工夫すると同時に、砂防堰堤の機能回復の条件
として常時流水の存在を確認する必要がある。
 

 掃流域の排砂メカニズム

　堆積土砂の排砂技術は、「機械的除去」と「水理的除去」
に大別され、近年排水ポンプを併用した「複合的除去」
があると述べた。今回の調査で、掃流域であれば、貯砂
効率の高い堰堤上部を切り下げると同様の効果が期待
できる「複合的除去」方式の一つとしてSR堰を応用する
ことが、可能となる。このメカニズムは、「スルーシング
排砂」に分類され、排砂時間は比較的長くなるが、ダム
全体がゲートとなるため、広い範囲の土砂を排出できる
こととなる。

図-6 シャッター付き砂防堰堤の概念図

sabo dam

shut
Flow

shutter is usually
wound up in a case

砂防学会誌vol.57、No.4　水山高久「シャッター付き砂防堰堤と運用
のための情報システム」より
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